
 

 

   生駒市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例施行規則  

（趣旨）  

第１条  この規則は、生駒市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例（

平成２８年６月生駒市条例第３７号。以下「条例」という｡)の施行に関し必要

な事項を定めるものとする。  

（土壌安全基準）  

第２条  条例第６条第１項に規定する土壌安全基準は、別表第１の左欄に掲げる

有害物質の種類の区分に応じ、それぞれ同表の中欄に掲げる基準値とする。  

２  前項の土壌安全基準に適合するかどうかの判定は、別表第１の左欄に掲げる

有害物質の種類ごとに、当該有害物質に係る土砂等の汚染の状況を的確に把握

することができると認められる場所において試料を採取し、それぞれ同表の右

欄に掲げる測定方法により測定した測定値により行うものとする。  

（生活環境の保全上必要な措置が講じられている埋立て等）  

第３条  条例第７条ただし書の規則で定める埋立て等は、次に掲げる埋立て等と

する。  

(1) 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第８

条第１項の規定による許可に係る一般廃棄物の最終処分場及び同法第１５条

第１項の規定による許可に係る産業廃棄物の最終処分場において行う埋立て

等  

(2) 土壌汚染対策法（平成１４年法律第５３号）第２２条第１項の規定によ

る許可に係る汚染土壌処理施設において行う埋立て等  

（埋立て等による崩落等の防止の基準）  

第４条  条例第９条第１項の規則で定める基準は、別表第２及び別表第３に定め

るとおりとする。  

（条例第１０条第２号の規則で定める埋立て等）  



 

 

第５条  条例第１０条第２号の規則で定める埋立て等は、次に掲げる行為等に係

る埋立て等とする。  

(1) 土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）に基づく土地改良事業  

(2) 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条第１項又は第６条の２

第１項の確認を受けて行う行為  

(3) 森林法（昭和２６年法律第２４９号）第１０条の２第１項又は第３４条

第２項（第４４条において準用する場合を含む｡)の許可を受けて行う行為  

(4) 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第２４条の承認又は同法第３２条

第１項若しくは第９１条第１項の許可を受けて行う行為  

(5) 土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）に基づく土地区画整理事

業又は同法第７６条第１項の許可を受けて行う行為  

(6) 都市公園法（昭和３１年法律第７９号）第５条第１項又は第６条第１項

（これらの規定を同法第３３条第４項において準用する場合を含む｡)の許可

を受けて行う行為  

(7) 自然公園法（昭和３２年法律第１６１号）第２０条第３項又は第２１条

第３項の許可を受けて行う行為  

(8) 地すべり等防止法（昭和３３年法律第３０号）第１８条第１項の許可を

受けて行う行為  

(9) 住宅地区改良法（昭和３５年法律第８４号）第９条第１項の許可を受け

て行う行為  

(10) 宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和３６年法律第１９１号）第１２条

第１項の許可を受けて行う宅地造成  

(11) 新住宅市街地開発法（昭和３８年法律第１３４号）に基づく新住宅市街

地開発事業  

(12) 河川法（昭和３９年法律第１６７号）第２０条の承認又は同法第２４



 

 

条、第２６条第１項、第２７条第１項、第５５条第１項、第５７条第１項、

第５８条の４第１項若しくは第５８条の６第１項の許可を受けて行う行為  

(13) 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項又は第２項の

許可を受けて行う開発行為  

(14) 都市再開発法（昭和４４年法律第３８号）に基づく市街地再開発事業又

は同法第６６条第１項の許可を受けて行う行為  

(15) 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第５７

号）第７条第１項の許可を受けて行う行為  

(16) 大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措置法（

昭和５０年法律第６７号）に基づく住宅街区整備事業又は同法第７条第１

項、第２６条第１項若しくは第６７条第１項の許可を受けて行う行為  

(17) 奈良県砂防指定地等管理条例（平成１７年奈良県条例第４７号）第３条

若しくは第４条の許可又は第８条の協議の成立を受けて行う行為  

（条例第１０条第３号の規則で定める公共的団体）  

第６条  条例第１０条第３号の規則で定める公共的団体は、次に掲げる公共的団

体とする。  

(1) 日本下水道事業団  

(2) 独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第２条第１項に規定

する独立行政法人  

(3) 地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第２条第１項に規定

する地方独立行政法人  

(4) 国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号）第２条第１項に規定する

国立大学法人及び同条第３項に規定する大学共同利用機関法人  

(5) 地方住宅供給公社法（昭和４０年法律第１２４号）に基づき設立された

地方住宅供給公社  



 

 

(6) 地方道路公社法（昭和４５年法律第８２号）に基づき設立された地方道

路公社  

(7) 公有地の拡大の推進に関する法律（昭和４７年法律第６６号）第１０条

第１項の規定により設立された土地開発公社  

(8) 国又は地方公共団体がその資本金その他これに準ずるものの２分の１以

上を出資している法人  

（条例第１０条第４号の規則で定める埋立て等）  

第７条   条例第１０条第４号の規則で定める埋立て等は、第３条各号に掲げる

埋立て等のほか、次に掲げる埋立て等とする。  

(1) 運動場、駐車場その他の施設の本来の機能を保全する目的で通常の管理

行為として行う埋立て等  

(2) 非常災害のために必要な応急措置として行う埋立て等  

（事前協議）  

第８条  条例第１０条の許可を受けようとする者（以下「申請予定者」という｡)

は、条例第１１条の規定による事前協議を行おうとするときは、特定事業事前

協議書（様式第１号。以下「事前協議書」という｡)に次に掲げる書類を添付し

て、市長に提出しなければならない。ただし、特定事業の内容により市長が添

付を要しないと認めるときは、これらの書類の一部を省略することができる。  

(1) 申請予定者に係る次に掲げる書類  

ア  住民票の写し（申請予定者が法人である場合は、当該法人の登記事項証

明書）  

イ  申請予定者が条例第１５条第１号クに規定する未成年者である場合は、

その法定代理人の住民票の写し（法定代理人が法人である場合は、代理権

を証明する書面及び当該法人の登記事項証明書）  

(2) 事業区域の位置図及び付近見取図（縮尺２，５００分の１以上のもの）  



 

 

(3) 現況平面図及び現況縦横断面図  

(4) 計画平面図及び計画縦横断面図  

(5) 事業区域の求積図（縮尺２５０分の１程度のもの）及び求積表  

(6) 事業区域内の土地及び事業区域を含む土地と隣接する土地の公図の写し

及び登記事項証明書  

(7) 事業区域を含む土地と隣接する土地の所有者の同意書  

(8) 特定事業に使用される土砂等の量の計算書  

(9) 特定事業全体に係る作業工程表及び特定事業の施行の手順を明らかにし

た書類  

(10) 事業区域に係る表土の土壌検査の試料を採取した地点の位置図及び現場

写真並びに表土に関する調書及び計量証明書（計量法（平成４年法律第５１

号）第１１０条に規定する計量証明事業者が発行したものに限る。以下同

じ｡) 

(11) 土砂等の搬出入経路図（縮尺２，５００分の１程度のもの）  

(12) 特定事業に供する施設の設置計画図及び位置図（縮尺５００分の１程度

のもの）  

(13) 擁壁等を設置する場合にあっては、擁壁等工作物の断面図及び背面図（

縮尺５０分の１程度のもの）並びに構造計算書  

(14) 排水施設を設置する場合にあっては、集水区域を示す図面（縮尺２，５

００分の１程度のもの）、排水計画図（縮尺５００分の１程度のもの）、構

造図（縮尺５０分の１程度のもの）及び流量計算書  

(15) 湧水がある土地、地表水が集中しやすい土地又は自然水を遮断するよう

な地形構造の土地の場合にあっては、暗渠
きょ

排水施設の設置その他の有効に排

水を行うために講ずる措置に関する図面並びに流量計算書及び流域の図面  

(16) 沈砂池等の施設が必要な場合にあっては、その容量計算書及び構造図等



 

 

の図面  

(17) 特定事業が完了した後の土地利用計画図  

(18) 事業区域内土地使用同意書（様式第２号）（当該土地所有者等が国又は

地方公共団体である場合は、その同意を得たことを証する書類）  

(19) 事前周知に関する計画書  

(20) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類  

２  前項第１０号の事業区域の表土の土壌検査は、次に掲げる方法により行わな

ければならない。  

(1) 事業区域の面積に応じ、１に１ヘクタールまでごとに１を加えた数以上

の区域に等分して行うこと。  

(2) 試料の採取は、前号の規定により区分した区域ごとに土砂等の汚染の状

況を的確に把握することができると認められる場所において行うこと。  

(3) 前号の規定により採取した試料について、別表第１の左欄に掲げる有害

物質の種類ごとに、それぞれ同表の右欄に掲げる測定方法により行うこと。  

３  市長は、事前協議書が提出されたときは、速やかにその内容を審査し、当該

特定事業の内容が条例第１５条に規定する許可の基準に適合すると認めるとき

は、当該事前協議書を提出した者に事前協議が終了した旨を通知するものとす

る。  

（事前周知）  

第９条  申請予定者は、次に定めるところにより、事前協議書を提出した日から

７日以内に特定事業の施行計画に係る表示板（様式第３号）を掲げなければな

らない。  

(1) 事業区域内の公衆の見やすい場所に掲げること。  

(2) 事業区域が２方向以上で道路に面するとき、又はその面積が相当の広さ

を有するときは、２以上の表示板を掲げること。  



 

 

(3) 第１２条の許可又は不許可の決定の通知を受ける日まで掲げておくこ

と。  

２  申請予定者は、前項の表示板に記載した事項に変更がある場合は、直ちに当

該表示板を変更しなければならない。  

３  申請予定者は、説明会の開催その他市長が適当と認める方法により、事前協

議書に記載した内容及び土砂等の搬出入経路その他市長が必要と認める事項を

周知しなければならない。  

４  申請予定者は、前３項の規定による事前周知の結果を、事前周知報告書（様

式第４号）に第１項の規定により提出した特定事業の施行計画に係る表示板の

写真を添付して、市長に報告しなければならない｡ 

（土地所有者等の同意）  

第１０条  条例第１３条の規定による同意は、事業区域内土地使用同意書（当該

土地所有者等が国又は地方公共団体である場合は、その同意を得たことを証す

る書類）により行わなければならない。  

（許可申請の手続）  

第１１条  条例第１４条の規定による申請は、特定事業許可申請書（様式第５号

）に、次に掲げる書類を添付して行わなければならない。  

(1) 第８条第１項第２号から第１７号までに掲げる書類（特定事業の内容に

より市長が添付を要しないと認めるものを除く｡) 

(2) 事業主、事業施行者及び現場責任者（以下これらを「事業者等」とい

う｡)に係る次に掲げる書類  

ア  住民票の写し（事業者等が法人である場合は、当該法人の登記事項証明

書及び役員一覧表（様式第６号））  

イ  欠格要件非該当誓約書（様式第７号）  

ウ  事業者等が条例第１５条第１号クに規定する未成年者である場合は、そ



 

 

の法定代理人の住民票の写し（法定代理人が法人である場合は、代理権を

証明する書面並びに当該法人の登記事項証明書及び役員一覧表）  

エ  事業者等に条例第１５条第１号カに規定する特定使用人がいる場合は、

使用人一覧表（様式第８号）  

(3) 事業主と事業施行者との特定事業に関する契約書又はこれに代わるもの

の写し  

(4) 事業区域内の土地につき地上権その他特定事業の施行の妨げとなる権利

を有する者がいる場合にあっては、事業区域内施行同意書（様式第９号）（

当該権利を有する者が国又は地方公共団体である場合は、その同意を得たこ

とを証する書類）  

(5) 第８条第３項に規定する事前協議が終了した旨の通知書の写し  

(6) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類  

２  条例第１４条第１４号の規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。  

(1) 事業区域において生ずる濁水の流出を防止するために講ずる措置  

(2) 事業者等が条例第１５条第１号クに規定する未成年者である場合は、そ

の法定代理人の氏名及び住所（法定代理人が法人である場合は、当該法人の

名称及び主たる事務所の所在地並びに代表者の氏名）  

（許可又は不許可の決定）  

第１２条  市長は、条例第１４条の規定による申請があったときは、その内容を

審査し、許可又は不許可を決定し、その旨を特定事業許可（不許可）決定通知

書（様式第１０号）により当該申請をした者に通知するものとする。  

（特定使用人）  

第１３条  条例第１５条第１号カの規則で定める使用人は、次に掲げる者とす

る。  

(1) 本店若しくは支店又は主たる事務所若しくは従たる事務所の代表者  



 

 

(2) 前号に掲げる者のほか、特定事業に係る契約を締結する権限を有する者  

（災害の未然防止のための措置）  

第１４条  条例第１５条第９号の規則で定める必要な措置は、別表第２のとおり

とする。  

（構造上の基準）  

第１５条  条例第１５条第１１号の規則で定める構造上の基準は、別表第３のと

おりとする。  

（軽微な変更）  

第１６条  条例第１７条第１項ただし書の規則で定める軽微な変更は、条例第１

４条第１号、第７号、第１２号及び第１３号に掲げる事項の変更とする。  

（変更の許可申請の手続）  

第１７条  条例第１７条第２項の規定による申請は、特定事業変更許可申請書（

様式第１１号）に、第１１条第１項各号に掲げる書類のうち当該変更に係るも

の及び第１９条第２項において準用する第８条第３項に規定する事前協議が終

了した旨の通知書の写しを添付して行わなければならない。  

（変更の許可又は不許可の決定）  

第１８条  第１２条の規定は、条例第１７条第１項の規定による変更の許可につ

いて準用する。この場合において、第１２条中「第１４条」とあるのは「第１

７条第２項」と、「特定事業許可（不許可）決定通知書（様式第１０号）」と

あるのは「特定事業変更許可（不許可）決定通知書（様式第１２号）」と読み

替えるものとする。  

（変更の許可に係る事前協議及び事前周知）  

第１９条  条例第１７条第３項において準用する条例第１１条の規定による変更

の許可に係る事前協議は、特定事業変更許可事前協議書（様式第１３号）に、

第１１条各号に掲げる書類のうち当該変更に係るものを添付して行わなければ



 

 

ならない。  

２  第８条第３項及び第９条の規定は、条例第１７条第１項の規定による変更の

許可について準用する。  

（軽微な変更に係る届出）  

第２０条  条例第１７条第４項の規定による届出は、特定事業軽微変更届出書（

様式第１４号）により行わなければならない。  

（着手の届出）  

第２１条  条例第１８条の規定による届出は、特定事業着手届出書（様式第１５

号）により行わなければならない。  

（土砂等の搬入の届出）  

第２２条  条例第１９条の規定による届出は、土砂等搬入届出書（様式第１６号

）により行わなければならない。  

２  条例第１９条の規則で定める量は、４，０００立方メートルとする。  

３  条例第１９条の規定により添付すべき当該土砂等が当該採取場所から採取さ

れた土砂等であることを証する書面は、土砂等に係る売渡証明書その他の土砂

等を譲渡したことを証する書面又は土砂等の発生場所の責任者が発行した土砂

等発生元証明書（様式第１７号）とする。  

４  条例第１９条の規定により添付すべき当該土砂等が土壌安全基準に適合して

いることを証する書面は、土壌の汚染状況についての検査のために採取した試

料ごとの検査試料採取調書（様式第１８号）及び当該検査の結果を証する計量

証明書とする。  

５  前項の計量証明書の作成に当たっては、別表第１の左欄に掲げる有害物質の

種類ごとに、それぞれ同表の右欄に掲げる測定方法により土砂等の分析を行わ

なければならない。  

６  条例第１９条ただし書の土壌の汚染のおそれがないものとして規則で定める



 

 

場合は、特定事業に使用される土砂等が採石法（昭和２５年法律第２９１号

）、砂利採取法（昭和４３年法律第７４号）その他の法令等に基づく許可、認

可等がなされた採取場（以下「許可採取場」という｡)から採取されたものであ

る場合であって、当該土砂等に係る売渡証明書その他の当該土砂等を譲渡した

ことを証する書面及び当該土砂等を採取した採取場が許可採取場であることを

証する書面が添付されたときとする。  

（土砂等管理簿）  

第２３条  条例第２０条の土砂等管理簿は、様式第１９号による。  

２  条例第１０条の許可を受けた者（以下「許可事業者」という｡)は、毎月５日

までにその前月中の土砂等管理簿を作成しなければならない。  

（土砂等の量の報告）  

第２４条  条例第２１条の規定による報告は、事業状況報告書（様式第２０号）

に、次に掲げる書類を添付して行わなければならない。  

(1) 報告に係る期間の末日前１週間以内に撮影した事業区域の写真  

(2) 当該期間中の土砂等管理簿の写し  

(3) その他市長が必要と認める書類  

（土壌検査）  

第２５条  条例第２２条第１項に規定する土壌検査は、特定事業に係る土砂等の

搬入を開始した日から起算して６月を経過するごと（条例第２５条第１項の規

定による届出（当該特定事業を再開するときに係るものを除く。以下「廃止等

の届出」という｡)を行った場合にあっては、市長が指定する期日まで）に、市

職員の立会いの下、次に掲げる方法により行わなければならない。  

(1) 事業区域を３，０００平方メートル以内の区域に等分して行うこと。  

(2) 試料の採取は、前号の規定により区分した区域の中央地点及び当該中央

地点を交点に直角に交わる２直線上の当該中央地点から５メートルから１０



 

 

メートルまでの４地点（当該地点がない場合にあっては、中央地点を交点に

直角に交わる２直線上の当該中央地点と当該区域の境界との中間の４地点）

で行い、これらの地点から採取した試料を等量混合して１試料とすること。  

(3) 前号の規定により作成した試料について、別表第１の左欄に掲げる有害

物質の種類ごとに、それぞれ同表の右欄に掲げる測定方法により行うこと。  

（水質検査）  

第２６条  条例第２２条第１項に規定する水質検査は、特定事業に係る土砂等の

搬入を開始した日から起算して６月を経過するごと（廃止等の届出を行った場

合にあっては、市長が指定する期日まで）に、市職員の立会いの下、試料を採

取し、排水基準を定める省令の規定に基づく環境大臣が定める排水基準に係る

検定方法（昭和４９年環境庁告示第６４号。以下「排水基準告示」という｡)に

定める測定方法により行わなければならない。  

２  条例第２２条第３項の規則で定める水質の基準は、排水基準を定める省令（

昭和４６年総理府令第３５号）別表第１に定めるところによる。  

（土壌検査等の報告）  

第２７条  条例第２２条第１項の規定による報告は、特定事業土壌等検査報告書

（様式第２１号）に、次に掲げる書類を添付して行わなければならない。  

(1) 試料を採取した地点の位置図及び写真  

(2) 第２５条の規定により作成した試料ごとの検査試料採取調書及び計量証

明書  

(3) 前条第１項の規定により採取した試料の検査試料採取調書及び計量証明  

書  

（標識の様式）  

第２８条  条例第２３条第１項の規則で定める様式は、様式第２２号による。  

（廃止の届出等）   



 

 

第２９条  条例第２５条第１項の規定による廃止又は休止の届出は、特定事業を

廃止した場合にあっては廃止した日から３０日以内に、休止した場合にあって

は休止した日から１０日以内に、特定事業廃止（休止）届出書（様式第２３号

）により行わなければならない。  

２  条例第２５条第１項の規定による完了の届出は、特定事業が完了した日から

１５日以内に、特定事業完了届出書（様式第２４号）により行わなければなら

ない。  

３  条例第２５条第１項の規定による再開の届出は、遅滞なく、特定事業再開届

出書（様式第２５号）により行わなければならない。  

（地位の承継の届出）  

第３０条  条例第２７条第２項の規定による届出は、特定事業地位承継届出書（

様式第２６号）により行わなければならない。  

（許可の取消し）  

第３１条  条例第３０条第１項又は第２項の規定による許可の取消しは、特定事

業許可取消通知書（様式第２７号）により行うものとする。  

（土地所有者等による施行状況の把握）  

第３２条  条例第３２条第２項の規定による土地所有者等の特定事業の施行の状

況の把握は、毎月１回以上、同意に係る特定事業の施行の状況が同意に当たり

確認した事業内容に違反していないか及び当該事業区域において土壌の汚染又

は土砂等の崩落、飛散若しくは流出による災害が発生し、又は発生するおそれ

がないかどうかを自ら確認することにより行わなければならない。ただし、自

らが確認することが困難であるときは、他の者（当該特定事業の事業者を除

く｡)に確認させることにより行うことができる。  

（報告又は資料の提出）  

第３３条  市長は、条例第３５条に規定する報告を求めるときは、報告徴収通知



 

 

書（様式第２８号）により通知するものとする。  

２  前項の規定による通知を受けた者は、報告書（様式第２９号）により市長に

報告しなければならない。  

（災害発生時の報告）  

第３４条  許可事業者は、土砂等の崩落、飛散又は流出による災害が発生したと

きは、必要な応急措置を講ずるとともに、遅滞なく、災害発生に至った経緯及

び被害の状況を市長に報告しなければならない。  

（身分証明書）  

第３５条  条例第３６条第２項の身分を示す証明書は、様式第３０号による。  

（書類の提出部数）  

第３６条  条例及びこの規則の規定による書類の提出部数は、正本１通及び副本

２通とする。  

（施行の細目）  

第３７条  この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。  

附  則  

この規則は、平成２８年１０月１日から施行する。  

附  則  

この規則は、平成３１年４月１日から施行する。  

附  則  

この規則は、令和３年４月１日から施行する。  

附  則  

この規則は、令和５年５月２６日から施行する。  

 

 



 

 

別表第１（第２条、第８条、第２２条、第２５条関係）  

項目  基準値  測定方法  

カドミウム  検液１リットルにつき

０．００３ミリグラム

以下であること。  

日 本 産 業 規 格 Ｋ ０ １ ０ ２ の ５ ５ ．

２、５５．３又は５５．４に定める

方法  

全シアン  検液中に検出されない

こと。  

日本産業規格Ｋ０１０２の３８に定

める方法（日本産業規格Ｋ０１０２

の ３ ８ ． １ ． １ に 定 め る 方 法 を 除

く｡) 

有機燐
りん

 検液中に検出されない

こと。  

排水基準告示付表１に掲げる方法又

は日本産業規格Ｋ０１０２の３１．

１に定める方法のうちガスクロマト

グラフ法以外のもの（メチルジメト

ンにあっては、排水基準告示付表２

に掲げる方法）  

鉛  検液１リットルにつき

０．０１ミリグラム以

下であること。  

日本産業規格Ｋ０１０２の５４に定

める方法  

六価クロム  検液１リットルにつき

０．０５ミリグラム以

下であること。  

日本産業規格Ｋ０１０２の６５．２

に定める方法  

砒
ひ

素  検液１リットルにつき

０．０１ミリグラム以

下であること。  

日本産業規格Ｋ０１０２の６１に定

める方法  

総水銀  検液１リットルにつき

０．０００５ミリグラ

ム以下であること。  

水質汚濁に係る環境基準について（

昭和４６年環境庁告示第５９号。以

下「環境基準告示」という｡)付表１

に掲げる方法  

ア ル キ ル 水

銀  

検液中に検出されない

こと。  

環境基準告示付表２及び排水基準告

示付表３に掲げる方法  

ＰＣＢ  検液中に検出されない

こと。  

環境基準告示付表３に掲げる方法  

ジ ク ロ ロ メ

タン  

検液１リットルにつき

０．０２ミリグラム以

下であること。  

日本産業規格Ｋ０１２５の５．１、

５．２又は５．３．２に定める方法  

四塩化炭素  検液１リットルにつき

０．００２ミリグラム

日本産業規格Ｋ０１２５の５．１、

５．２、５．３．１、５．４．１又



 

 

以下であること。  は５．５に定める方法  

ク ロ ロ エ チ

レ ン （ 別 名

塩 化 ビ ニ ル

又 は 塩 化 ビ

ニ ル モ ノ マ

ー）  

検液１リットルにつき

０．００２ミリグラム

以下であること。  

地下水の水質汚濁に定める環境基準

について（平成９年環境庁告示第 10

号。）付表に掲げる方法  

１ ， ２ － ジ

ク ロ ロ エ タ

ン  

検液１リットルにつき

０．００４ミリグラム

以下であること。  

日本産業規格Ｋ０１２５の５．１、

５．２、５．３．１又は５．３．２

に定める方法  

１ ， １ － ジ

ク ロ ロ エ チ

レン  

検液１リットルにつき

０．１ミリグラム以下

であること。  

日本産業規格Ｋ０１２５の５．１、

５．２又は５．３．２に定める方法  

１ ， ２ － ジ

ク ロ ロ エ チ

レン  

検液１リットルにつき

０．０４ミリグラム以

下であること。  

シス体にあっては日本産業規格Ｋ０

１２５の５．１、５．２又は５．３

．２に定める方法、トランス体にあ

っては日本産業規格Ｋ０１２５の５

．１、５．２又は５．３．１に定め

る方法  

１ ， １ ， １

－ ト リ ク ロ

ロエタン  

検液１リットルにつき

１ミリグラム以下であ

ること。  

日本産業規格Ｋ０１２５の５．１、

５．２、５．３．１、５．４．１又

は５．５に定める方法  

１ ， １ ， ２

－ ト リ ク ロ

ロエタン  

検液１リットルにつき

０．００６ミリグラム

以下であること。  

日本産業規格Ｋ０１２５の５．１、

５．２、５．３．１、５．４．１又

は５．５に定める方法  

ト リ ク ロ ロ

エチレン  

検液１リットルにつき

０．０１ミリグラム以

下であること。  

日本産業規格Ｋ０１２５の５．１、

５．２、５．３．１、５．４．１又

は５．５に定める方法  

テ ト ラ ク ロ

ロエチレン  

検液１リットルにつき

０．０１ミリグラム以

下であること。  

日本産業規格Ｋ０１２５の５．１、

５．２、５．３．１、５．４．１又

は５．５に定める方法  

１ ， ３ － ジ

ク ロ ロ プ ロ

ペン  

検液１リットルにつき

０．００２ミリグラム

以下であること。  

日本産業規格Ｋ０１２５の５．１、

５．２又は５．３．１に定める方法  

チウラム  検液１リットルにつき

０．００６ミリグラム

以下であること。  

環境基準告示付表４に掲げる方法  

シマジン  検液１リットルにつき 環境基準告示付表５の第１又は第２



 

 

備考  

１  測定は、土壌の汚染に係る環境基準について（平成３年環境庁告示第４

６号）付表に定める方法により検液を作成し、これを用いて行うものとす

る。この場合において、同表中「土壌」とあるのは、「土砂等」と読み替

えるものとする。  

２  「検液中に検出されないこと」とは、測定方法の欄に掲げる方法により

測定した場合において、その結果が当該方法の定量限界を下回ることをい

う。  

３  「有機燐」とは、パラチオン、メチルパラチオン、メチルジメトン及び

ＥＰＮをいう。  

  ４  １，２－ジクロロエチレンの濃度は、日本産業規格Ｋ 0125 の５．１、５．  

２又は５ .３．２より測定されたシス体の濃度と日本産業規格Ｋ 0125 の５．  

０．００３ミリグラム

以下であること。  

に掲げる方法  

チ オ ベ ン カ

ルブ  

検液１リットルにつき

０．０２ミリグラム以

下であること。  

環境基準告示付表５の第１又は第２

に掲げる方法  

ベンゼン  検液１リットルにつき

０．０１ミリグラム以

下であること。  

日本産業規格Ｋ０１２５の５．１，

５．２又は５．３．２に定める方法  

セレン  検液１リットルにつき

０．０１ミリグラム以

下であること。  

日 本 産 業 規 格 Ｋ ０ １ ０ ２ の ６ ７ ．

２、６７．３又は６７．４に定める

方法  

ふっ素  検液１リットルにつき

０．８ミリグラム以下

であること。  

日本産業規格Ｋ０１０２の３４．１

に定める方法又は日本産業規格Ｋ０

１０２の３４．１（ｃ）（注 (６ )第

３文を除く｡)に定める方法（懸濁物

質及びイオンクロマトグラフ法で妨

害となる物質が共存しない場合にあ

っては、これを省略することができ

る｡)及び環境基準告示付表６に掲げ

る方法  

ほう素  検液１リットルにつき

１ミリグラム以下であ

ること。  

日 本 産 業 規 格 Ｋ ０ １ ０ ２ の ４ ７ ．

１、４７．３又は４７．４に定める

方法  

１ ， ４ － ジ

オキサン  

検液１リットルにつき

０．０５ミリグラム以

下であること。  

環境基準告示付表７に掲げる方法  



 

 

１、５．２又は５ .３．１により測定されたトランス体の濃度の和とする。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別表第２（第４条、第１４条関係）  

１  埋立て等を行う区域（以下「埋立て等区域」という｡)の地盤に滑りやす

い土質の層又は軟弱地盤の層があるときは、その地盤に滑り又は沈下が生

じないように、あらかじめ当該地層に杭打ち、土の置換えその他の措置が

講じられていること。  

２  斜面上の地盤において施工する場合にあっては、埋立て等に使用された

土砂等の滑動を防ぐ措置として、原則として埋立て等を行う地表面に段切

り及び排水対策が講じられていること。この場合において、当該地表面に

草木等があるときは、全て伐採除根の措置が講じられていること。  

３  渓間への埋立て等にあっては、埋立て等に使用された土砂等が流下しな

いよう、あらかじめ埋立て等を行う当該渓流の下流側にえん堤を設置する

とともに、現況の渓床面等に集水暗渠等、地下水を適切に排除するための

措置が講じられていること。  

４  埋立て等の施工に際しては、埋立て等に使用された土砂等の崩落、飛散

又は流出による災害等が発生しないよう、防災工事を先行し、上下流に対

する安全を確保した上、施工すること。  

５  のり面及び当該のり面に設ける小段には、雨水その他の地表水によるの

り面の崩壊を防止するための必要な措置が講じられていること。  

６  埋立て等ののり面の安定を図るため、必要に応じて、埋立て等が施工さ

れた層ごとに地下水排除工等の施工が講じられていること。  

７  埋立て等の施工において、切土を行う場合にあっては、切土面の土質に

応じた安定勾配とし、切土面は、必要に応じて、当該切土が施工されたの

り面ごとに当該のり面の安定が保たれるのり面保護工の施工が講じられて

いること。  

８  埋立て等の事業完了後の地盤に雨水その他の地表水の浸透水による緩



 

 

み、沈下又は崩壊が生じないように、原則として直高３０センチメートル

ごとに十分な敷きならし、敷固めその他の措置が講じられていること。た

だし、この基準と同等の基準により、えん堤を設置する場合は、この限り

でない。  

９  埋立て等の施工に際しては、土砂等の流出及び濁水の流出を防止するた

め、埋立て等区域１ヘクタール当たり３００立方メートル以上の容量の沈

砂池の設置その他必要な措置が講じられていること。  

10 埋立て等の施工に伴い設置する排水施設については、その排水すべき雨

水及びその他の地表水を支障なく流下させるための措置が講じられている

こと。  

11 埋立て等の施工において、擁壁を用いる場合の当該擁壁の構造は、宅地

造成及び特定盛土等規制法施行令（昭和３７年政令第１６号）第８条から

第１２条までの規定に適合すること。  

12 埋立て等の施工に伴い生じたのり面は、石張り、芝張り、モルタルの吹

付け等によって風化その他の侵食に対して保護するための必要な措置が講

じられていること。  

13 埋立て等区域（のり面を除く｡)は、利用目的が明確である部分を除き、

芝張り、植林その他土砂等の飛散防止のための措置が講じられているこ

と。  

14 埋立て等に伴うのり面又は擁壁の下端は、埋立て等区域界から２メート

ル以上離した位置とすること。  

15 埋立て等区域内にみだりに人が立ち入ることを防止するため、埋立て等

区域内の全周囲に囲いを設けるものとし、構造は、風圧等により容易に転

倒し、及び破壊されないもの又は柵等とすること。  

16 埋立て等区域の出入口は、原則として１か所とし、施錠できる構造とす



 

 

ること。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別表第３（第４条、第１５条関係）  

１  埋立て等の高さ（埋立て等の施工により生じたのり面（擁壁を用いる場合

にあっては、当該擁壁の部分を除く｡)の上端と下端との垂直距離をいう。

以下同じ｡)及び勾配は、次の表のとおりとすること。  

埋立て等の高さ  勾配  

２０メートル以下  垂直１メートルに対する水平距離が２メートル以

上の勾配  

５メートル以下  垂直１メートルに対する水平距離が１．８メート

ル以上の勾配  

２  埋立て等の高さ５メートル以上の盛土については、盛土高５メートルご

とに幅２メートル以上の小段を設けること。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


